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記載の金額については、消費税等を含んでいません。 
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第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第24期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第23期

会計期間

自　平成21年
    ４月１日
至　平成21年
    ６月30日

自　平成22年
    ４月１日
至　平成22年
    ６月30日

自　平成21年
    ４月１日
至　平成22年
    ３月31日

営業収益 (百万円) 346,306 362,474 1,486,632

経常利益 (百万円) 51,915 74,791 165,220

四半期（当期）純利益 (百万円) 30,817 46,534 91,764

純資産額 (百万円) 1,078,757 1,163,765 1,134,566

総資産額 (百万円) 5,235,178 5,273,174 5,211,009

１株当たり純資産額 (円) 528,492.57572,160.20555,999.83

１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) 15,643.37 23,643.64 46,574.56

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.9 21.4 21.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 69,538 124,290 414,027

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △71,203 △130,878 △256,209

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 47,387 49,526 △133,635

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高　
(百万円) 101,249  122,646 79,708

従業員数 (人) 28,267 28,535 27,336

　(注)　１　各期の連結子会社数及び持分法適用会社数は次のとおりです。

回次
第23期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第24期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第23期

連結子会社数 31 30 31

持分法適用会社数 2 2 2

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載のとおりです。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間における関係会社の重要な異動は、以下のとおりです。

　連結子会社の名古屋ターミナルビル㈱は、平成22年４月１日に連結子会社のジェイアールセントラルビル㈱と合

併し消滅しています。　

 

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数 (人) 28,535[7,966]

　(注)　１　従業員数は就業人員数です。

２　従業員数欄の［　］は、外数であって臨時従業員の当第１四半期連結会計期間平均雇用人員を示しています。

(2) 提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数 (人) 17,910    

　(注)　従業員数は就業人員数です。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの事業内容は、広範囲かつ多様であり、受注生産形態をとらない場合が多く、セグメントごとに生産規

模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。このため、生産、受注及び販売の状況については、

「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」におけるセグメントの業績に関連づけて示してい

ます。

 

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　景気低迷等による厳しい経営環境の下、当社グループは、事業の中核である鉄道事業における安全・安定輸送の確

保を最優先に、一層のサービス充実を図るとともに、社員の業務遂行能力の向上、設備の強化、業務執行の効率化・

低コスト化等の取組みを続け、収益力の強化に努めました。

　東海道新幹線については、東海道・山陽新幹線直通「のぞみ」の充実をはじめ、一段と利便性の向上に努めまし

た。在来線については、新型車両への取替に向けた諸準備を進めるなど、さらなる輸送サービスの充実に向けて取り

組みました。販売面では、「エクスプレス予約」について、一層の会員拡大に向けた取組みを推進するとともに、本

年３月にはＴＯＩＣＡの電子マネー機能追加等のサービスを開始しました。

　超電導磁気浮上式鉄道（以下「超電導リニア」という。）による東海道新幹線バイパス、すなわち全国新幹線鉄道

整備法に基づく中央新幹線については、国土交通大臣が本年２月24日に、交通政策審議会に対し、営業主体及び建設

主体の指名並びに整備計画決定に関する諮問を行い、審議が開始されました。このうち、整備計画の対象区間につい

ては、東京都～大阪市間となることが想定されることから、当社は、本年４月28日、国土交通大臣から同区間につい

て主体指名にかかる同意を求められた場合に備え、これに同意する意思があることを前提に必要な対応を進めるこ

とを決定し、建設期間の前後を通じた長期試算見通し等について公表するとともに、５月10日の交通政策審議会中

央新幹線小委員会において、この長期試算見通し等を含め当社の考え方について説明しました。また、超電導リニア

について、さらなる長期耐久性の検証のための走行試験を継続して実施し、技術の完成度を一層高めるための技術

開発を進めるとともに、実用化確認試験を行うための山梨リニア実験線の42.8kmへの延伸と設備の実用化仕様への

全面的な変更にかかる工事を推進しました。

　海外における高速鉄道プロジェクトへの事業展開については、海外の政府機関や企業等に精通した米国の会社と

提携し、絞り込みを行った対象路線における事業化に向けた営業活動に取り組みました。

　鉄道以外の事業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて商品力・販売力を高めるなど既存事業強化

に努めるとともに、名古屋駅新ビル計画、農業事業、社宅跡地開発といったプロジェクトを着実に進めました。

　さらに、厳しい経営環境を踏まえ、安全を確保した上で業務執行全般にわたる効率化・低コスト化の徹底に取り組

みました。

　上記の結果、景気低迷や高速道路料金値下げ政策の影響が続いたものの、昨年受けた新型インフルエンザによる影

響の反動により、当第１四半期連結会計期間においては、全体の輸送人キロが前年同四半期比5.6％増の131億２千

２百万人キロとなりました。また、営業収益は、前年同四半期比4.7％増の3,624億円、経常利益は前年同四半期比

44.1％増の747億円、四半期純利益は前年同四半期比51.0％増の465億円となりました。 

　これをセグメントごとに示すと次のとおりです。
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運輸業

　東海道新幹線については、引き続きＮ700系車両の投入を積極的に進めるとともに、本年３月に実施したダイヤ改

正では、東海道・山陽新幹線直通「のぞみ」の充実をはじめ、一段と利便性を高めました。加えて、Ｎ700系車内イン

ターネット接続サービスの定着に努めました。また、脱線・逸脱防止対策をはじめとする地震対策に取り組みまし

た。

　在来線については、新型車両への取替に向けた諸準備を進めるなど、さらなる輸送サービスの充実に向けて取り組

みました。また、より高機能な自動列車停止装置（ＡＴＳ－ＰＴ形）の設置を進めました。

　販売面においては、「エクスプレス予約」について、一層の会員拡大に向けた取組みを推進するとともに、ＴＯＩ

ＣＡについては、本年３月に利用エリアの拡大、ＴＯＩＣＡ定期券による新幹線乗車サービスの開始及び電子マ

ネー機能追加を行いました。さらに、平城遷都1300年を迎えた奈良をはじめ、京都、東京、伊勢等の各方面へ向けた観

光キャンペーンを展開し、これと連動した様々な旅行商品の設定に努めました。 

　当期においては、景気低迷や高速道路料金値下げ政策の影響が続いたものの、上記の諸施策の取組みに加え、昨年

受けた新型インフルエンザによる影響の反動もあり、当第１四半期連結会計期間における東海道新幹線の輸送人キ

ロは前年同四半期比6.8％増の107億９千４百万人キロ、在来線の輸送人キロは前年同四半期比0.2％増の23億２千

７百万人キロとなりました。

　バス事業においては、競争激化等の状況も踏まえ、引き続き業務の効率化等を進めました。 

　上記の結果、当第１四半期連結会計期間における営業収益は前年同四半期比5.7％増の2,865億円、営業利益は前年

同四半期比27.3％増の981億円となりました。 

　また、運輸業の大部分を占める当社の鉄道事業の営業成績は次のとおりです。

区分 単位

前第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日)

新幹線 在来線 合計 新幹線 在来線 合計

営業日数 日 91 91 91 91 91 91

営業キロ キロ 552.6 1,418.21,970.8 552.6 1,418.21,970.8

旅
客
輸
送
人
員

定期 千人 3,698 67,118 70,246 3,707 67,278 70,389

定期外 千人 29,395 32,972 60,234 31,105 32,961 61,847

計 千人 33,093100,090130,48034,812100,239132,236

旅客輸送人キロ 百万人キロ 10,108 2,323 12,431 10,794 2,327 13,122

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
運
賃
・
料
金

定期 百万円 4,216 8,795 13,012 4,221 8,772 12,994

定期外 百万円 225,03315,931240,965240,71015,988256,698

計 百万円 229,25024,726253,977244,93224,760269,693

小荷物運賃・

料金
百万円 10 7 17 ― 6 6

合計 百万円 229,26124,733253,995244,93224,767269,700

(注)　旅客運輸収入の新幹線及び在来線区分は、旅客輸送計数により区分しています。また、旅客輸送人員の合計につい

ては、新幹線、在来線の重複人員を除いて計上しています。
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流通業

　流通業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて、開店10周年記念企画を実施し、新たな食料品をはじ

めとした魅力ある品揃えの充実、売場のリニューアル、お客様のニーズを捉えたアプローチ強化等に努めました。

　また、農業事業については、グループ会社への出荷を開始しました。

　上記の結果、景気低迷等の影響を受けたものの、当第１四半期連結会計期間における営業収益は前年同四半期比

3.7％増の474億円、営業利益は前年同四半期比299.3％増の11億円となりました。 

不動産業

　不動産業においては、駅立地を一層有効に活用し、お客様の拡大につなげるため、東京駅における商業施設のリ

ニューアル等を着実に進めました。また、名古屋駅新ビル計画については、実現に向けた検討を進め、本年５月に具

体的内容を公表しました。あわせて、保有資産の有効活用の観点から行っている社宅跡地開発については、「セント

ラルガーデン・レジデンス静岡」の第二期分譲マンションの建設、販売を進めました。

　上記の結果、景気低迷等の影響を受けたものの、当第１四半期連結会計期間における営業収益は前年同四半期比

1.7％増の160億円、営業利益は名古屋駅新ビル計画のための費用増等により前年同四半期比17.1％減の29億円とな

りました。

その他

　ホテル業においては、厳しい経済情勢の中、お客様の志向にあった商品設定、高品質なサービスの提供、販売力強化

に努めました。 

　旅行業においては、平城遷都1300年を迎えた奈良をはじめ、京都、東京等の各方面へ向けた観光キャンペーンと連

動した魅力ある旅行商品を積極的に販売するとともに、インターネットを活用した販売に努めました。 

　鉄道車両等製造業においては、鉄道車両の製造や建設機械等の更新需要への対応に努めました。 

　しかしながら、当第１四半期連結会計期間における営業収益は、景気低迷等の影響により、前年同四半期比1.9％減

の455億円となりました。また、営業利益は、費用削減に努めたことなどから、２億円（前年同四半期は0.2億円）と

なりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べ

429億円増の1,226億円となりました。また、当第１四半期連結会計期間末の長期債務残高は、前連結会計年度末と比

べ588億円増の３兆2,324億円となりました。 

　当第１四半期連結会計期間については、当社の運輸収入が増加したことなどから、営業活動の結果得られた資金は

前年同四半期と比べ547億円増の1,242億円となりました。 

　投資活動の結果支出した資金は、設備投資に伴う固定資産の取得にかかる支出が増加したことに加え、資金運用に

よる支出が増加したことなどから、前年同四半期と比べ596億円増の1,308億円となりました。 

　財務活動の結果得られた資金は、長期借入金の返済額が減少したことなどから、前年同四半期と比べ21億円増の

495億円となりました。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結会計期間において、重要な変更等はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間において、営業費に含まれる研究開発費は総額42億円となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

①　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりです。

項目
計画額
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の所要額
(百万円)

工事着手
(平成 年 月)

完成予定
(平成 年 月)

不動産業
 名古屋駅新ビル建設

（当社、ジェイアールセントラルビル㈱）　
未定 35 未定 22.５ 30.３

(注)　今後の所要額は、自己資金によりまかなう予定です。 

②　重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,960,000

計 8,960,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 2,150,000 2,150,000

名古屋証券取引所

東京証券取引所

大阪証券取引所

※２

計 2,150,000 2,150,000 ― ―

　(注)　１　発行済株式は、各証券取引所の市場第一部に上場しています。

 　　 ※２　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株制度は採用していません。

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～

平成22年６月30日　
    ― 2,150,000 ― 112,000 ― 53,500
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(6) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。　

　なお、当社は、当第１四半期会計期間中に会社法第797条第１項に基づく株式買取請求により自己株式4,450株を取

得した結果、当第１四半期会計期間末日現在、自己株式179,990株を保有しています。

　

(7) 【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在
区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　175,540
― ―

（相互保有株式）

普通株式　　　  220
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,974,240    1,974,240 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  2,150,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,974,240 ―

　(注)　１　証券保管振替機構名義の株式26株は、「完全議決権株式（その他）」欄の株式数及び議決権の数に含まれて　　　

　　　 います。

　　　　２　当第１四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は179,990株です。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株) 

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

東海旅客鉄道株式会社

名古屋市中村区名駅一丁目

１番４号

ＪＲセントラルタワーズ

175,540― 175,540 8.16

（相互保有株式）

株式会社交通新聞社

東京都千代田区麴町六丁目

６番地
170 ― 170 0.01　

（相互保有株式）　

関東分岐器株式会社

東京都中央区日本橋本町四

丁目12番20号
50 ― 50 0.00

計 ― 175,760― 175,760  8.17

　(注)　当第１四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は179,990株です。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】　

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高 (円) 770,000 777,000 772,000

最低 (円) 706,000 705,000 717,000

　(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期

連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

２  監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限

責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位　百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 120,801 52,214

受取手形及び売掛金 33,400 46,879

未収運賃 22,753 26,334

たな卸資産 ※1
 37,905

※1
 36,925

繰延税金資産 22,298 21,387

その他 93,874 59,081

貸倒引当金 △34 △66

流動資産合計 330,999 242,755

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,757,946 1,787,128

機械装置及び運搬具（純額） 288,460 295,663

土地 2,364,181 2,363,745

建設仮勘定 163,172 144,633

その他（純額） 46,055 49,749

有形固定資産合計 ※2, ※3
 4,619,816

※2, ※3
 4,640,921

無形固定資産 ※3
 17,868

※3
 16,516

投資その他の資産

投資有価証券 99,919 109,860

繰延税金資産 190,542 186,260

その他 14,232 14,894

貸倒引当金 △204 △198

投資その他の資産合計 304,490 310,816

固定資産合計 4,942,174 4,968,253

資産合計 5,273,174 5,211,009
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（単位　百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 49,461 66,158

短期借入金 27,581 24,515

1年内償還予定の社債 6,000 6,000

1年内返済予定の長期借入金 185,349 162,254

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 111,712 111,712

未払法人税等 31,165 29,615

賞与引当金 15,100 25,026

その他 206,339 217,195

流動負債合計 632,710 642,478

固定負債

社債 1,044,875 979,872

長期借入金 514,534 543,753

鉄道施設購入長期未払金 1,369,939 1,369,939

新幹線鉄道大規模改修引当金 258,333 250,000

退職給付引当金 205,199 204,963

その他 83,815 85,434

固定負債合計 3,476,698 3,433,965

負債合計 4,109,408 4,076,443

純資産の部

株主資本

資本金 112,000 112,000

資本剰余金 53,500 53,500

利益剰余金 1,163,927 1,126,278

自己株式 △205,367 △202,405

株主資本合計 1,124,060 1,089,374

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,948 7,304

繰延ヘッジ損益 △0 0

評価・換算差額等合計 1,947 7,304

少数株主持分 37,757 37,887

純資産合計 1,163,765 1,134,566

負債純資産合計 5,273,174 5,211,009
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位　百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業収益 346,306 362,474

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 223,107 220,060

販売費及び一般管理費 ※1
 42,461

※1
 40,351

営業費合計 265,568 260,411

営業利益 80,737 102,062

営業外収益

受取利息 32 39

受取配当金 755 944

受取保険金 71 52

その他 537 1,021

営業外収益合計 1,397 2,057

営業外費用

支払利息 8,524 9,061

鉄道施設購入長期未払金利息 21,103 18,558

その他 591 1,708

営業外費用合計 30,219 29,328

経常利益 51,915 74,791

特別利益

工事負担金等受入額 3,640 27

その他 83 24

特別利益合計 3,723 52

特別損失

固定資産圧縮損 3,652 62

固定資産除却損 343 312

その他 60 142

特別損失合計 4,056 517

税金等調整前四半期純利益 51,582 74,326

法人税等 20,697 27,731

少数株主損益調整前四半期純利益 － 46,594

少数株主利益 67 60

四半期純利益 30,817 46,534
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位　百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 51,582 74,326

減価償却費 62,880 61,983

新幹線鉄道大規模改修引当金の増減額（△は減
少）

8,333 8,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） △501 235

受取利息及び受取配当金 △788 △984

支払利息 29,628 27,620

工事負担金等受入額 △3,640 △27

固定資産圧縮損 3,652 62

固定資産除却損 1,198 1,134

売上債権の増減額（△は増加） 15,021 17,017

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,448 △824

仕入債務の増減額（△は減少） △26,412 △16,696

その他 △30,044 △19,734

小計 107,463 152,445

利息及び配当金の受取額 829 999

利息の支払額 △2,090 △1,536

法人税等の支払額 △36,664 △27,617

営業活動によるキャッシュ・フロー 69,538 124,290

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △25,000

有価証券の取得による支出 － △40,000

有形固定資産の取得による支出 △71,815 △71,544

工事負担金等受入による収入 3,603 3,362

無形固定資産の取得による支出 △1,336 △2,131

投資有価証券の取得による支出 △6,539 △161

その他 4,884 4,596

投資活動によるキャッシュ・フロー △71,203 △130,878

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,956 3,066

短期社債の純増減額（△は減少） △14,999 －

長期借入れによる収入 57,300 27,100

長期借入金の返済による支出 △68,236 △33,224

社債の発行による収入 80,000 65,000

配当金の支払額 △8,874 △8,885

少数株主への配当金の支払額 △188 △177

その他 △570 △3,352

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,387 49,526

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,723 42,938

現金及び現金同等物の期首残高 55,526 79,708

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 101,249

※1
 122,646
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

（連結の範囲に関する事項の変更）

１  連結の範囲の変更

名古屋ターミナルビル㈱は当第１四半期連結会計期間においてジェイアールセントラルビル㈱と合併し消滅した

ため、連結の範囲から除外しています。

２　変更後の連結子会社の数

30社　

（会計処理基準に関する事項の変更）

１　「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用　

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用

しています。

なお、これに伴う当第１四半期連結累計期間の損益への影響はありません。　

２　資産除去債務に関する会計基準の適用　

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ています。

なお、これに伴う当第１四半期連結累計期間の損益への影響は軽微です。

 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しています。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

（税金費用の計算）

　当社においては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりです。 ※１　たな卸資産の内訳は次のとおりです。

商品及び製品 7,059百万円

分譲土地建物 690百万円　

仕掛品 18,185百万円

原材料及び貯蔵品 11,969百万円

商品及び製品 6,750百万円　

分譲土地建物 775百万円

仕掛品 18,086百万円

原材料及び貯蔵品 11,312百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 ※２　有形固定資産の減価償却累計額

 3,614,301百万円  3,569,759百万円

※３　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金

等累計額

※３　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金

等累計額

 245,625百万円  245,666百万円

  ４　連帯債務

　超電導リニアの技術開発促進を目的とする財団法人

鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は

　　　　27,842百万円です。

４　連帯債務

　超電導リニアの技術開発促進を目的とする財団法人

鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は

28,478百万円です。　

５　社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及

び債務引受契約に係る偶発債務は445,284百万円です。

５　社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及

び債務引受契約に係る偶発債務は445,284百万円です。

区分 償還・支払期限
偶発債務金額
(百万円) 

 平成　年　月　日  

第１回普通社債  26.２.21 20,000
鉄道施設購入
長期未払金

 22.８.２～28.８.１425,284

合計 ― 445,284

区分 償還・支払期限
偶発債務金額
(百万円) 

 平成　年　月　日  

第１回普通社債  26.２.21 20,000
鉄道施設購入
長期未払金

 22.８.２～28.８.１  425,284

合計 ― 445,284

６　当社が取引金融機関と締結している貸出コミットメ

ントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。

６　当社が取引金融機関と締結している貸出コミットメ

ントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 100,000百万円

借入実行残高 ―百万円

借入未実行残高 100,000百万円

貸出コミットメントの総額 100,000百万円

借入実行残高 ―百万円

借入未実行残高 100,000百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
 (自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
 (自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

人件費 22,927百万円

（賞与引当金繰入額 3,237百万円）

人件費 22,000百万円

（賞与引当金繰入額 3,089百万円）

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
 (自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
 (自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 99,140百万円

期間３か月超の定期預金 △2百万円

その他（流動資産） 2,111百万円　

現金及び現金同等物 101,249百万円

現金及び預金 120,801百万円

期間３か月超の定期預金 △25,002百万円

その他（流動資産） 26,847百万円　

現金及び現金同等物 122,646百万円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　 2,150,000株

 

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　  　　　 182,006株

 

３　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日

定時株主総会
普通株式 8,885百万円 4,500円 平成22年３月31日平成22年６月23日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間 （自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
運輸業

(百万円)

流通業

(百万円)

不動産業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結

(百万円)

売上高        

 (1) 外部顧客に対する

売上高
267,92343,37310,16424,844346,306 ― 346,306

 (2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,062 2,396 5,59521,56732,621(32,621)　　 ―

計 270,98545,77015,75946,412378,928(32,621)346,306

営業利益 77,136 276 3,551 26 80,991 (254)80,737

(注)　１　事業区分の方法

　日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、当社の実態を勘案し

て事業を区分しています。

２  各事業区分の主な事業内容

運輸業……………鉄道事業、バス事業

流通業……………百貨店業、卸売・小売業、飲食業

不動産業…………不動産賃貸業等

その他の事業……ホテル業、旅行業、広告業、建設業、鉄道車両等製造業等

３　その他

　前連結会計年度の第３四半期連結会計期間より連結子会社となった日本車輌製造㈱については、その他の

事業に含めて記載しています。

　

　　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店は存在せず、該当事項はありません。　

 

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　　

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために当社の取締役会に定期的に報告される対象となっている

ものです。

　当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「運輸業」、「流通業」及び「不動

産業」の３つを報告セグメントとしています。

　「運輸業」は、東海道新幹線及び東海地方の在来線における鉄道事業を行うほか、バス事業等を行っていま

す。「流通業」は、ＪＲセントラルタワーズ内で百貨店事業を営むほか、主に、車内・駅構内における物品販

売等を行っています。「不動産業」は、駅ビル等不動産賃貸事業のほか、不動産分譲事業を行っています。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間 （自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

（単位：百万円）　　

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注１)

計
調整額
(注２)

四半期連結損

益計算書計上

額

(注３)

売上高        

外部顧客への売上高 283,57245,601 9,954 23,346362,474 ― 362,474

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,949 1,841 6,072 22,18933,052△33,052 ―

計 286,52247,44216,02645,535395,526△33,052362,474

セグメント利益 98,199 1,102 2,945 282 102,529△466 102,062

 (注)　１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業、広告業、

　　　　　鉄道車両等製造業及び建設業等を含んでいます。

 ２  セグメント利益の調整額△466百万円は、セグメント間取引消去です。

 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。　　　　　

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しています。
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（１株当たり情報）

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額     572,160.20円 555,999.83円

　(注)　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しています。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益 15,643.37円 23,643.64円

　(注)　１　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しています。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３　１株当たり四半期純利益の計算上の基礎は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日)

四半期純利益 (百万円) 30,817 46,534

普通株主に

帰属しない金額
(百万円) ― ―

普通株式に係る

四半期純利益
(百万円) 30,817 46,534

普通株式の

期中平均株式数
(株) 1,970,011 1,968,145

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２１年８月１１日
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
 
　取　締　役　会　御　中

  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　山　宜　門　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　村　嘉　章　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　裕　之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２２年８月１１日
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
 
　取　締　役　会　御　中

  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　山　宜　門　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　裕　之　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 河　嶋　聡　史　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道株

式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月

１日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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